











































労働市場および労働環境（a labour market and work environment that is 
















































































































































③障害者福祉関係法制に基づく各種「授産施設」の嚆矢は、1949 年 12 月
に制定された身体障害者福祉法上の更生援護施設の一つである「身体障害者
収容授産施設」（同法 27条 1項 [当時 ]）の設置であった。そして同施設は、「身
体障害者で雇用されることの困難な者又は生活に困窮する者等を収容し、必























者福祉法制定に遅れること 14 年後の 1960 年 3 月に制定された精神薄弱者福
祉法は、精神薄弱者援護施設の一つとして精神薄弱者授産施設を設置するこ
ととし（同法 18 条 1 項, 当時）、同施設は、「18 歳以上の精神薄弱者であって、
雇用されることが困難な者を入所させて、自活に必要な訓練を行うとともに、

















社会復帰を図ることを目的とする施設」（同法 10 条 3 項、当時）と規定され
た。同施設は、入所型と通所型の二つの形態の施設をもっていた。







































































































行わねばならないこと（同法 22 条、同施行規則 16 条）を規定していること
に照らしてみると、福祉的就労の場において行われる訓練・指導の対象とな
る障害者と職業安定法に基づく特別の指導の対象となる障害者とはどのよう
な関係に立つのかということが問題となるからである（職業安定法に基づく
障害者に対する特別の職業指導を巡る問題については、拙稿「雇用の権利と
政策」（河野正輝・関川芳孝編『講座　障害をもつ人の人権 1』有斐閣、
2012 年、223 頁以下参照）。いま一つは、社会福祉法令研究会編『社会福祉
法の解説』（中央法規、2003 年）における「授産施設」に係る解説の中で、
同施設の対象となる者について「就業能力が限定されてはいないが就業の機
会をもたないもの」も含まれるとしていることである（同書 79 頁）。この点
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については、「就業能力が限定されていない」が「就業の機会をもたないもの」
とはどのような者を指しているのか、ということが問題となる。すなわち、「就
業能力が限定されていない」とはどのような意味なのか、また「就業の機会
をもたない」とはどのようなことを意味するのか、という疑問が生じるから
である。また、このような者は健常者であって職に就く機会のない、いわゆ
る失業者とはどう異なるのか、ということが問題となるからである。これら
の点についての検討は、今後の検討課題としたい。
